

令和５年度中小企業組合等課題対応支援事業（組合等情報ネットワークシステム等

開発事業）に係る○○○○○○○○○の開発業務委託契約書

　委託者：○○○○○○（以下「甲」という。）と受託者：○○○○○○（以下「乙」という。）とは、○○○○○○○○○の開発に係る業務（以下「本件業務」という。）の委託に関して、次の要綱及び後記契約条項の通り契約（以下、あわせて「本契約」という。）を締結する。

要　　綱

１．本件業務の名称：

２．本件業務の内訳：

３．委託料：金　　　　　　　　　　　円（消費税等を含む。）

４．委託料の支払時期及び支払方法：契約条項第５条に規定の通り

５．本件業務の作業期間：別紙１「システム開発スケジュール表」に定める通り

６．納入物：別紙２「納入物一覧」に定める通り

７．納入期限

　（１）システム仕様書：令和　　年　　月　　日

　（２）システム仕様書以外の納入物：令和　　年　　月　　日

　本契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲　　　　（組合等）

乙　　　　（委託先）

契　　約　　条　　項

第１章　総　　則

（契約の目的）

第１条　甲は、本契約に定めるところにより、甲のコンピュータ・ソフトウェアの開発に関し、要綱「１．本件業務の名称」及び「２．本件業務の内訳」所定の本件業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。

２　甲は乙に対し、本件業務委託の対価として、要綱「３．委託料」所定の金額を支払う。

３　甲及び乙は、本件業務の遂行には甲乙双方の共同作業及び分担作業が必要とされることを認識し、互いに役割分担にしたがい分担作業を誠実に実施するとともに、相手方の分担作業の実施に対して誠意をもって協力する。

（定　　義）

第２条　本契約で用いる用語の意義は、次のとおりとする。

　①　「システム提案書」とは、本件ソフトウェアに関して甲が要求する事項に基づき乙がその実現方法・制約条件等をとりまとめた書類であり、本契約の前提となったものをいう。

　②　「システム仕様書」とは、本件ソフトウェアを開発するうえで必要となるシステムの目的、機能及び制限事項、技術的実現方法、運用上の制約事項などの事項が記述された書類であり、本契約に基づき乙によって作成されるものをいう。

　③　「本件ソフトウェア」とは、本契約に基づき開発されるソフトウェアであって、プログラム・コンテンツ･データベース類、その他これに付随する操作説明書などの書類を合せ総称していう。

　④　「本件プログラム」とは、本件ソフトウェアのうちプログラム部分（第三者ソフトを除く。）であって、コンテンツ及びデータベースを含めていう。

　⑤　「ドキュメント」とは、本件ソフトウェアのうち本件プログラムを除いた書類をいう。

　⑥　「第三者ソフト」とは、第三者が権利を有するソフトウェアであって、本件ソフトウェアの開発に利用するため有償でライセンスを受けるものをいう。

　⑦　「フリーソフト」とは、第三者ソフトのうち本件ソフトウェアの開発に利用するため無償で入手するソフトウェアをいう。

（甲が乙に委託する本件業務の内容）

第３条　甲が乙に委託する本件業務は、次の各号で定めるシステム仕様書作成業務及びソフトウェア作成業務から構成されるものとする。

①　システム仕様書作成業務

　システム提案書に基づき、データベース要件、ネットワーク要件、操作要件を含むシステム機能要件を分析・定義した上で、システム仕様書を作成する作業

②　ソフトウェア作成業務

　システム仕様書に基づき、本件ソフトウェアを設計・製造し、テストを行い所定の動作環境下で本件プログラムが稼働可能な状態にするまでの作業

（納入物）

第４条　納入物は別紙２「納入物一覧」のとおりとする。

２　納入物の納入を受けた場合、甲は乙に対し、受領書を交付する。

３　納入物を納入した後の危険は、甲乙が協議を行い、その対応を決めるものとする。

（委託料の支払時期及び支払方法）

第５条　甲は、本件業務の委託料を、プログラム検収完了日から３０日以内に、乙の指定する金融機関に振込むものとする。なお、その際の振込手数料は、甲の負担とする。

２　前項にかかる消費税等相当額及び振込手数料は、甲の負担とする。

（作業期間及び納入期限）

第６条　本件業務の作業期間並びに納入期限は、要綱「５．本件業務の作業期間」及び「７．納入期限」のとおりとする。

２　乙は、本件業務が要綱「５．本件業務の作業期間」所定の期間内に終了できず、又は、要綱「７．納入期限」所定の納入期限どおりに納入物を納入できないと判断した場合は、甲にその旨を申入れ、本契約を変更することができるものとする。

（再委託の禁止）

第７条　乙は、この契約の全部を第三者に委託してはならない。
第２章　本件業務の推進体制

（業務従事者）

第８条　本件業務に従事する乙の従業員（以下「業務従事者」という。）の選定は、乙がこれを行う。

２　乙は、労働法規その他関係法令に基づき業務従事者に対する雇用主としての一切の義務を負うものとし、業務従事者に対する本件業務遂行に関する指示、労務管理、安全衛生管理等に関する一切の指揮命令を行うものとする。

３　乙は、本件業務遂行上、業務従事者が甲の事務所等に立ち入る場合、甲の防犯、秩序維持等に関する諸規則を当該業務従事者に遵守させるものとする。

（主任担当者）

第９条　乙は、本契約締結後、速やかに、本件業務を円滑に遂行するため、本件業務の主任担当者１名を選任し、書面をもって相手方に通知する。この変更を行った場合も同様とする。

２　乙は、本契約に定めた事項のほか、本件業務遂行に関する相手方からの要請、指示等の受理及び相手方への依頼、その他日常的な相手方との連絡、確認等は原則として主任担当者を通じて行うものとする。

第３章　本件業務

第１節　システム仕様書作成業務

（システム仕様書作成業務の実施）

第１０条　乙は、システム提案書に基づき、本件業務において開発するシステムの機能要件を分析・定義し、稼働環境の調査その他必要な調査・検討を行い、システム仕様書作成業務を実施する。

２　システム仕様書作成業務の実施に際し、乙は甲に対して必要な協力を要請できるものとし、甲は乙から協力を要請された場合には、速やかにこれに応ずるものとする。

（システム仕様書の納入）

第１１条　乙は、要綱「７．納入期限（１）」所定の期日までにシステム仕様書を甲に納入する。

（システム仕様書の承認）

第１２条　本件仕様書は、甲が検査を行い、システム提案書との整合性を確認するものとする。同検査により適合しない場合、甲は乙に対しその旨を直ちに通知し、補正を求めるものとする。

２　システム仕様書についての検査は、要綱「７．納入期限（１）」所定の期日より１ヵ月間とし、甲より異議の申し出がない場合は、システム仕様書は承認確定したものとする。

第２節　ソフトウェア作成業務

（ソフトウェア作成業務の実施）

第１３条　乙は、前条により確定したソフトウェア作成業務の実施を行い、乙は甲に対して必要な協力を要請できるものとし、甲は、乙から協力を要請された場合には、速やかにこれに応ずるものとする。

（第三者ソフトの利用）

第１４条　ソフトウェア作成業務を実施するに当たり、第三者ソフトの利用が必要となる場合は、乙は、当該第三者との間でライセンス契約の締結等、必要な措置を講ずるものとする。

２　乙は、第三者ソフトに起因する不具合又は権利侵害については、当該第三者ソフトの利用に関する契約に基づき処理するものとする。

（フリーソフトの利用）

第１５条　ソフトウェア作成業務を実施するに当たり、フリーソフトを利用する場合には、甲及び乙は、次の各号に従うものとする。

　①　乙は、利用を予定するフリーソフトについて、ソフトウェア作成業務への利用について制限がないか、保証はどうか等使用許諾条件を確認するものとする。

　②　乙は、事前に、フリーソフトの機能、性能等の調査を行い、当該調査結果について甲の確認を得るものとする。

　③　甲は、前二号の確認内容に基づき、甲において当該フリーソフトをソフトウェア作成業務へ利用するかどうかの決定を行うものとする。

２　ソフトウェア作成業務へのフリーソフトの利用に起因して不具合、又は、権利侵害等の問題が発生した場合には、甲乙協議の上、解決するものとし、これに要する費用は乙の負担とする。

（納入物の納入）

第１６条　乙は、甲に対し、本件プログラムを要綱「７．納入期限（２）」所定の期日までに、所定の動作環境下において稼働可能な状態にすることをもって納入とするものとする。

（本件プログラムの検収）

第１７条　本件プログラムは、甲が検査を行い、システム仕様書と本件プログラムとの整合性を確認するものとする。同検査により適合しない場合、甲は乙に対しその旨を直ちに通知し、補正を求めるものとする。

２　前項による検査に適合したときは、乙は、甲に対し、委託事業完了報告書及び経費明細書を提出する。

第４章　資料及び情報の取扱い

（資料等の提供及び返還）

第１８条　乙から甲に対し、本件業務遂行に必要な資料等の提供の要請があった場合、甲乙協議のうえ、甲は乙に対し、無償でこれらの提供を行う。

２　本件業務遂行上、甲の事務所等で乙が作業を実施する必要がある場合、甲は、当該作業実施場所（当該作業実施場所における必要な機器、設備等作業環境を含む。）を無償で乙に提供するものとする。

３　甲から提供を受けた資料等が本件業務遂行上不要となった場合は、乙は遅滞なくこれらを甲に返還又は甲の指示にしたがった処置を行うものとする。

（資料等の管理）

第１９条　乙は、甲から提供された本件業務に関する資料等を善良なる管理者の注意をもって管理、保管し、かつ、本件業務以外の用途に使用してはならない。

（秘密情報の取扱い）

第２０条　甲及び乙は、本件業務遂行のため相手方より提供を受けた技術上又は営業上その他業務上の情報のうち、相手方が特に秘密である旨書面で指定した情報（以下「秘密情報」という。）を第三者に開示又は漏洩してはならない。

２　秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理に必要な措置を講ずるものとし、当該秘密情報を第三者に開示する場合は、事前に相手方からの書面による承諾を受けなければならない。ただし、法令の定めに基づき又は権限ある官公署から開示の要求があった場合はこの限りでない。

３　甲及び乙は、第２項に基づき相手方より提供を受けた秘密情報について、本契約の目的の範囲内でのみ使用し、複製、改変が必要な場合は、事前に相手方から書面による承諾を受けるものとする。

４　秘密情報のうち、個人情報に該当する情報については、次条の規定が本条に優先して適用されるものとする。

（個人情報の取扱い）

第２１条　甲は、乙に対し、甲の有する個人情報（特定の個人を識別できる情報をいう。以下同じ。）を委託する場合、当該個人情報を特定し、個人情報である旨を明示しなければならない。

２　乙は、個人情報の委託を受けた場合、当該個人情報の管理に必要な措置を講ずるものとし、当該個人情報を第三者に提供してはならない。

３　乙は、第１項に基づき甲より委託を受けた個人情報について、本契約の目的の範囲内でのみ使用し、複製、改変が必要な場合は、事前に甲から書面による承諾を受けるものとする。

第５章　納入物の権利帰属

（納入物の所有権）

第２２条　乙が甲に納入する納入物の所有権は、甲より乙へ委託料が完済された場合に、乙から甲へ移転する。

（納入物の著作権）

第２３条　納入物のうち本件プログラムの著作物について、本件プログラムに結合され又は組み込まれたもので乙が従前から有していたプログラム（コンテンツ及びデータベースを含む。）は乙が留保し、本件業務の実施中新たに作成したプログラム（コンテンツ及びデータベースを含む。）の著作権は、甲に属すものとする。
２　納入物のうちドキュメントの著作物については、乙が従前から有していたドキュメントの著作権は乙が留保し、本件業務の実施において新たに単独で著作したドキュメントの著作権は、甲に属すものとする。

　

第６章　保証及び責任

（保証及び責任の範囲）

第２４条　納入物の甲による利用が第三者の特許権･著作権・その他の権利を侵害したという理由で甲が第三者から請求を受けた場合、乙は直ちに、紛争解決を図らなければならない。

２　本件プログラムの検収後、契約の内容に適合しないものが発見された場合、乙はその原因について調査を行うものとする。調査の結果、当該契約不適合が乙の責に帰すべきものであると認められた場合、乙は無償で補修・追完を行うものとする。

（セキュリティ）

第２５条　乙が納入した本件プログラムにセキュリティ対策を実施する必要がある場合、甲及び乙は、その対策について協議し、その対応を取り決めるものとする。この場合の費用は、甲乙協議のうえ決定するものとする。

（保守等）

第２６条　甲及び乙は、次の各号に掲げる乙が納入した本件プログラムの保守等に係る契約を別途締結することができる。

　①　乙が納入した本件プログラムの不具合の修補

　②　乙の責に帰さざる事由により発生した乙が納入した本件プログラムについての障害対応サービス

第７章　本契約内容の変更

（本契約の内容の一部変更）

第２７条　本契約の内容の一部変更は、当該変更内容につき事前に甲乙協議のうえ、別途、変更契約を締結することによってのみこれを行うことができる。

第８章　一般条項

（権利義務譲渡の禁止）

第２８条　甲及び乙は、互いに相手方の事前の書面による同意なくして、本契約の地位を第三者に承継させ、あるいは本契約から生じる権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し若しくは引き受けさせ又は担保に供してはならない。

（解　除）

第２９条　甲又は乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、何らの催告なしに直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。

　①　重大な過失又は背信行為があった場合

　②　支払いの停止があった場合、又は仮差押、差押、競売、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始、特別清算開始の申立があった場合

　③　電子交換所の取引停止処分を受けた場合

　④　公租公課の滞納処分を受けた場合

　⑤　その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場合

２　甲又は乙は、相当期間を定めてなした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部又は一部を解除することができる。

３　甲又は乙は、前各項により相手方より本契約の全部又は一部が解除された場合は、相手方に対し負担する一切の金銭債務につき当然に期限の利益を喪失し、直ちに弁済しなければならない。

（損害賠償）

第３０条　甲及び乙は、本契約の履行に関し、相手方の責に帰すべき事由により直接の結果として現実に被った通常の損害に限り、相手方に対して第２項所定の限度内で損害賠償を請求することができる。

２　甲又は乙の本契約の履行に関する損害賠償の累計総額は、債務不履行、法律上の契約不適合責任、不当利得、不法行為その他請求原因の如何にかかわらず、要綱「３．委託料」所定の金額を限度とする。

（合意管轄）

第３１条　この契約に関する訴えの所轄は、甲を管轄区域とする○○地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。

（協　　議）

第３２条　本契約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、信義誠実の原則にしたがい甲乙協議し、円満に解決を図るものとする。

特記事項

【特記事項１】

（談合等の不正行為による契約の解除）

第１条　甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。

　(1) 本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為を行ったことにより、次のイからニまでのいずれかに該当することとなったとき

　　イ 独占禁止法第４９条第１項に規定する排除措置命令が確定したとき

　　ロ 独占禁止法第５０条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき

　　ハ 独占禁止法第６６条第４項の審決が確定したとき

　　ニ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知があったとき

　(2) 本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき

　(3) 本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定したとき

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出）

第２条　乙は、前条第１号イからニまでのいずれかに該当することとなったときは、速やかに、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。

　(1) 独占禁止法第４９条第１項の排除措置命令書

　(2) 独占禁止法第５０条第１項の課徴金納付命令書

　(3) 独占禁止法第６６条第４項の審決についての審決書

　(4) 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知文書

（談合等の不正行為による損害の賠償）

第３条　乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

２　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

３　第１項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。

４　第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金（損害賠償額の予定）の金額を超える場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。

５　乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

【特記事項２】

（反社会的勢力関与の属性要件に基づく契約解除）

第４条　甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

　(1) 法人等（法人又は団体をいう）及び役員等（法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者）が、反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者。以下同じ）であるとき。
　(2) 役員等が、自己、自社又は第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力を利用するなどしているとき。
　(3) 役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
　(4) 役員等が、反社会的勢力であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
（損害賠償）

第５条　甲は、前条の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。

２　乙は、甲が前条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。

３　 乙が、本契約に関し、前条の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

４　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

５　第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならない。

６　第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金（損害賠償額の予定）の金額を超える場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではない。

７　乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

（不当介入に関する通報・報告）

第６条　乙は、本契約に関して、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。
以　　上

	（別紙１）

「システム開発スケジュール表」

〈例〉

作業項目

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

システム要件定義


システム詳細設計


プログラム開発


稼働テスト





	（別紙２）

「納入物一覧」

〈例〉
○○基幹システム
○○機能

○○機能

○○システム
○○機能

○○機能
・・・・
・・・・
システム仕様書



（別　表）

本事業の開発業務委託契約書に貼付する印紙税額は、「請負に関する契約書」の税額を適用します。

	記載された契約金額
	印紙税額（１通又は１冊につき）

	１万円以上２００万円以下
	２００円

	１００万円超２００万円以下
	４００円

	２００万円超３００万円以下
	１，０００円

	３００万円超５００万円以下
	２，０００円

	５００万円超１，０００万円以下
	１０，０００円

	１，０００万円超５，０００万円以下
	２０，０００円

	５，０００万円超１億円以下
	６０，０００円


収入印紙


（税額は


別表参照）


双方割印





印





印









